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統計表の編成と基礎資料

この分野は、戦前と戦後の家計調査の収入支出に関する集計結果及び全国消費実態調査の集計結果のうち主要耐久消費財の普及状況に関する統計表で編成されている。基礎資料は、戦前の家計調査については『家計調査報告』であり、戦後分の家計調査と全国消費実態調査については『名古屋市統計年鑑』の他、『消費者価格調査年報』、『消費実態調査年報』、『家計調査年報』及び『全国消費実態調査報告』である。この他、時系列データをまとめた報告書として『家計調査総合報告書　昭和21～37年』(総務庁統計局)、『昭和38～55年の家計－新収支項目分類による遡及結果－』(総務庁統計局)などがある。
戦前戦後の家計調査の沿革

戦前の内閣統計局による家計調査は、大正15年9月から昭和2年8月までの1か年にわたり全国の主要都市で実施されたものが最初である。この調査は、当時さまざまな社会･経済問題が発生するなかで、国民生活の実態を把握するために実施された。調査結果の名古屋市分については、『家計調査報告』(名古屋市社会部、昭和3年)が詳しい。その後、米価決定の基礎資料として家計費が用いられることとなり、昭和6年9月には内閣統計局により調査が再開された。昭和16年8月分まで統計データがある。
戦後の家計調査(総務庁統計局所管、指定統計第56号)は、昭和21年7月から｢消費者価格調査｣として開始され、昭和25年には｢勤労者世帯収入調査｣を吸収統合して名称も｢消費実態調査｣と変わり、更に昭和28年には現在の｢家計調査｣という名称になった。また、統計データの表章面では昭和56年に従来の5大費目分類から10大費目分頬に移行した(｢6-8物価｣の分野を参照)。現在の家計調査の主な目的は、全国平均の家計収支の時系列の動きを明らかにすることである。
戦前と戦後の家計調査の比較

まず第1に、戦前、戦後とも標本調査であり、また自計申告(調査世帯で家計簿に記入)である。第2に、戦前、戦後とも調査世帯としては、2人以上の世帯を対象にしており単身者世帯は対象とせず、また大正15年調査を除き農林漁家を対象としていない。しかし、戦前と戦後では次の点で調査世帯の選定方法が異なる。すなわち、戦前は、給料生活者(官公吏、銀行会社員、教職員)及び労働者(工場労働者、交通労働者)の世帯から一定の基準で募集方式により選んだが、戦後は勤労者世帯(職員世帯と労務者世帯)と一般世帯(個人営業世帯とその他の世帯)から無作為抽出法により選んでいる。第3に、戦前は、支出においては税金などは公課費として他の費目と並記されていたが、戦後は、非消費支出として消費支出とは区別されている。
家計調査利用上の注意

まず第1に、戦前、戦後とも1都市分だけの集計結果は標本数が小さくなるため、集計結果にはかなりの標本誤差が含まれていると考えられる。第2に、消費支出の分類には、用途分類(例：贈答用の菓子は交際費に分類)と品目分類(例：贈答用の菓子は食料費に分類)があるが、戦前は用途分類であり、戦後の消費者価格調査、消費実態調査では品目分類、昭和28年以降の家計調査では用途分類(ただし品目分類による再集計を行っている)が用いられている。第3に戦後の消費支出の分類は5大費目で始まったが、消費支出の増加に伴い雑費の比重が増大したため、分類体系全般に見直しが行われ、昭和56年から10大費目分類に改正された。
全国消費実態調査(指定統計第97号)

全国消費実態調査は、総務庁統計局所管により、昭和34年から5年ごとに実施されてきた。この調査の主な目的は、家計構造の地域的差異を明らかにすることにあるため、標本数が大きくなっている。この調査の対象世帯は、単身者、2人以上の勤労者世帯･一般世帯(昭和54年調査までは、農林漁家を含まない)であり、ここから無作為抽出法により調査世帯が選ばれる。自計申告である。
